Legislation of  “The Regulation on Open Government Information” in People’s Republic of China by Nakamura, M.
『岡山大学法学会雑誌』第58巻第1号（2008年8月）140   
中国における「政府情報公開条例」の制定  
中 村  誠   
一 は じめに  
政府情報公開制度は，主権者たる国民が国政の在り方を判断するための前提となる政府  
情報を入手できることを確保することを通じて，国民の行政過程への参加，公正で民主的  
な行政運営を実現する上で極めて大きな意義をもっている。日本においては，「行政機関の  
保有する情報の公開に関する法律」（以下「情報公開法」という。〕が1999年に制定され，  
2001年に施行された。施行後4年経過した2005年3月に同法の施行状況と制度連常につい  
てのレビューが行われた削が，大きな制度改正はなく，現在に至っている。   
中国においては，従来，政府の政策や法令・規則でさえ限られた情報が国民に公表され  
るのみで，政府の保有する情報の多くが国民に公開されていなかった。しかし，1990年代  
後半から政府情報の公開への動きが起こり，情報公開に関する法令の制定について検討が  
進められてきた。その一環として，専門家グループが，中国国務院の委託を受けて，諸外  
国の立法等を調査し，2002年に「政府情報公開条例」（原語では「政府信息公開条例」）の  
専門家の草案（原語では「尊家建議橘」）を作成した。これを受けて立法の検討が進めら  
れ，2007年4月5日に「中華人民共和国政府情報公開条例」が公布され，2008年5月1日  
から施行されることとなった。このことが中国の行政を変えることになるかどうか，注目  
されるところである。   
本稿では，国務院の委託を受けて作成された専門家の草案，専門家グルー70に参加した  
学者による情報公開関係法令の研究及び制定された「政府情報公開条例」から主要な点を  
紹介し，日本法とも比較してその課題を整理したい。  
二 中国の政府情報公開に関するこれまでの状況と問題点   
1 中国の政府情報公開に関するこれまでの取組み   
政府情報公開条例専門家草案の作成に参加した張明傑は．中国の政府情報公開に関する  
（い 総務省「情報公開法の制度運営に関する検討会」が，2005年3月29日に報告書をまと   
めている。行政管理研究センター編『情報公開制度改善のポイント』（ぎょうせい，2006   
年）22頁以下。同報告書は総務省ウェブサイトにも掲載されている。http：′／′ノノ   
www．soumu．go．jp／s－neWS／2005／050329J．html（アクセス20CI8年4月8E］）  
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これまでの取組みについて，およそ次のように述べているしコ’。  
1954年に制定された中華人民共和国憲法第2条第1項では，「中華人民共和国の一切の権  
力は人民に属する。」と規定し．人民主権の原則を採っている。  
情報公開の動きが起こったのは，文化人革命終了後，1980年代に改革開放と政治体肌改  
革が進んでからであったt〕1980年代後半に，一部の地方と政府部門で「執行手続の公開，  
執行結果の公開．民衆による監督強化」という動きが起こった。  
Lかし，多くの農村の地力政府においては，行政事務を公開せず，村民自治は村幹部の  
自治となり，経済体制改革に伴う集団所有資産の悼用などをめぐり農民と幹部の対．1ソニが起  
こl），衝突に至る例もあったで）1990牛代後半に，共産党第15期代菜入会で，「地方の基層政  
府において健全な民主選挙制度を行うべきであり，政務と財務の公開を行い．基層の公共  
事務と公益事業を民衆の参画，討論にかけた上で決完すべきである」という趣旨の報告がな  
された。  
2000年12Jjに，共産党中央弁公けと国務院弁公庁は．「全国郷鎮機関（31における全面的な  
政務公開の実施に関する通知」を発した。さらに，20世紀末から211せ紀初めにかけて，国  
家機関では，政務のほか裁判や立法についても情報公開が開始された。  
中央政府の各機関でも，政務公開の動きが出てきた〔ノ1999年には公安部が「全国公安機  
関における警務公開制度の実施に関する通知」を発し．法令により公開できないとされて  
いる事項を除き原則としてすべて公開することとした。実際に公開される内容は，主とし  
て法執行の根拠，制度の手続，警務実施の規則，法執行過程などである。また，2000年に  
は国家税務総局が「全国税務機関における進歩的な税務を進めるための『八公開』に関す  
る通知」を発したし、『八公開』とは，①納税者の権利と義務の公開，②税徴収の政策と法規  
の公開，③管理とサービス業務の規則の公開，ゆ脱税などの検査の規則の公開，⑤税に関  
する法令違反の処罰基準の公開，⑥税務機関の幹部の倫坪自律に関する規定の公開，⑦納  
税者からの不服申立て部門と監督申立ての電話番号の公開，唱）規則に違反した者の責任の  
調査の公開，の八つである。さらに，2000イ＝ニl］ミl家工商管理局も「全回」二商行政管理機関  
における更なる政務公開制度の実施に関する通知」を発Lた。〕  
このような政務公開のん法は，当初はニュースのメディア，公示欄，看板，ハンドブッ  
クなど限られた手段を使ったものであったが，1999年以来政府のネットワーク化が進み，  
インターネットを公開手段として川いるようになった。  
r2）張明傑『開放的政府・－政府倍息公開法律制度研究』（中青年法学文庫，2003年）196   
頁  
（3）中国の行政区画は，①省・自治は・直轄巾〔か自治州・県・自治県 ③郷・民族郷・   
鎮 の二つのクラスに分けられていて，郷・民族郷・鎮が最も基層政権となる。郷・民   
族郷・鋲には人民政府が置かれている（木胤止道・鈴木賢・高見沢磨『現代中国法入門   
（第2版）』（有斐閻，2000年）70日，78頁）。  
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2 地方政府の情報公開   
地方政府では，広湘l市が最も早く2002年1り＝こ「広州市政府情報公開規定」（「情報」は  
原語では「信息」である。以下同じ。）が制定され．2003年1月1［］よt‘）施行された。その  
後，上海市（2004年1月），成都市（2004年3I】），杭州市（2004年4月），湖北省（2004年  
5月）など，2007年末までに21の省や主要な市で「政府情報公開規定」（政府情報公開暫行  
規定，政府情報公開暫行排法という名称のものもある。）が制定されている。これらの「規  
定」は．省ヤ直の政府が定める行政法規である．⊃また．山西省大同市では，2004年6月に，  
市の政府ではなく人民代表大会常務委員会が制定する「大同市政務情報公開条例」が公布  
された（ヰ）。地方政府の人民代表大会常務委員会が制定したのは，大同市のみである。  
3 政府情報公開の問題点  
1に述べたように，中央及び地方政府機関の政務公開等により，公開される政府情報は  
多くなってきた。しかし，張明傑は，総合的な情報公開の法律が制定されていない段階で  
は，次のような問題があると指摘しているく5）。  
（1）政府権力を基礎としている。   
現在の情報公開は，訴訟においても認められる政府情報を入手する権利を基礎としてお  
らず，政府の職務権限を基礎としている。このような情報公開は，政府機関の意思で決定  
しているものであり，政府情報を入手する権利に基づいて決定するものではない。このよ  
うな公開は，根本的に政府に対する有効な監督とならず，また政府情報を入手する権利を  
満たすものとならない。  
（2）公開対象となる政府情報の範囲が確定していない。   
情報公開法がなければ，政府情報の公開される範囲についての明確な規定がない。   
現在，公開される情報の範囲を定める法絆として「保秘法」（筆者注・正式名称は「中華  
人民共和国保守国家秘密法」）がある。これにより保護される秘密の範囲は広範に過ぎ，し  
かも秘密を指定し解除する権限は政府にある。例えば，広州市秘密保護局は，2002年に，  
2001年末以前に国家秘密とされていた10万件を整理し，秘密解除すべきものを解除したが．  
解除率は97．2％に達した。これには，二つの原因があると思われる。好一は，秘密解除期  
限が到来したものを解除していなかったこと，箪二は，そもそも秘密にする価値のないも  
のを秘密にしていたことである。  
（3）情報公開の明確な手続がない。   
現在実施している政府情報の公開は，政府が決定するものであり，多くは法令，行政執  二  
務手鑑法執行の規則など一般的な情報である。政府情報公開を申請する手続が定められ 八  
（4）「北京大学法律情報ネット」での検索による。http二／／vip．chinalawinfo．com／   
newlaw2002／1ar／（アクセス2008年4月6日） 広州市及び上海直の政府情報公開規定   
の概要については，上溝耕生「中国の情報公開制壕」季幸田電報公開・個人情報保護17号   
（2005年）38頁参照。  
（5）張明傑・前掲柱（2）202貫  
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ていないので，公開される情報は非常に限られているしつ  
（4）情報公開を有効に監督する仕組みや救済手段がない。  
情報公開に閲し，これを監督する制度的仕組みがなく，また情報を公開しないときの法  
的責任についての規定もない。したがって，情報公開の申請者が公開を拒絶されたとして  
も，救済を得る途がない。  
三 情報公開条例制定に関する専門家の提案  
このような状況の中で．社会科学院法学研究所の周漢華憲法行政法研究室主任を中心に，  
学者，国務院の関係機関の職員などが研究会を組織し，2002年に政府情報公開条例の専門  
家建議稿（政府情報公開条例草案とその解説）を作成した。  
1 情報公開法制定の必要性  
周漢華編『政府情報公開条例尊家建議稿」」では，情報公開制度導入の必要性について，  
次の8点を挙げている㈲。以下その概要を紹介するし  
（1ノ 情報化と情報社会においては，政府のもつ情報資源を自由に流通させ，もって経済  
成長を促進することが求められる。  
政府は，最大の情報所有者であり，情報管理者である。国の情報化の前提は政府の情報  
化であり，政府の情報化の柁心は政府情報資源の有効な開発と利用である。  
しかし，中国では政府の透明度不足が以前から特に問題となっており，そのため，政府  
情報資源が社会で利用しにくく，社会資源の巨大な浪費を生んでいる。当面の緊急課題は，  
政府情報資源の戦略的地位についての認識を明確にし，政府情報公開条例制定によりその  
法的基礎を確立することである。  
（2）政府情報の公開は，政府公開制度改革と発展の必然的方向である。  
近年，各種形式での政府公開が様々な機関で実施されている。しかし．そのような各種  
公開制度は，ばらばらで統一性や協調性に欠ける。全体的な計画や総合調整をする機関が  
ない。  
改革と発展の必要性に基づき，政府情報公開条例を制定することにより，各種形式での  
政府公開に規範性と統一性を与えることは，軽視できない課題である。  
（3）政府情報の公開は，人民を主権者とする民主の権利を実現する。  
中華人民共和国憲法総則では．中国は「人民民主主義独裁の社会主義国家である。」と規  
七  宝し，人民が国家の主人であり，一切の権力は人民に属することを示している。また，憲  
法第41条は「中華人民共和国公民は，いかなる国家機関またはその職員に対しても，批評・  
建議を提出する権利を有し，いかなる凶家機関またはその職員の違法行為および職務怠慢  
（6）周藻草主編『政府信息公開条例尊家建議稿r草案・説明・理由・立法例』（中国法制  
出版社，2003年）19頁  
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に対しても，関係国家機関に訴願，告訴あるいは告発する権利を有する。」と規定してい  
る【7J。人民がこのような国家事務や社会事務を監督する権利を行使するための前提条件  
は，政府の活動状況を知ることである。人民が活動状況を知るためのルートは，人民代表  
と選挙区民との関係，民主党派などによる監督，各種団体での情報・意見交換，メディア  
や世論の監督などいろいろある。それらのうち，政府情報公開制度は，規範性が強く，コ  
ストが低く，人民の参加する範囲が広く．効果が顕著であるなどの特長がある。  
（4J政府情報の公開は．WTOからの政府の透明性に対する基本的要求である。   
WTOの目標である多角的貿易体制の確立のたれ WTOのほとんどすべての法的文書  
には政府の透明性を確保するという原則が規定されている。その内容は，主に次の三点に  
まとめられる。   
第一に，政府の貿易に関する法律制度は．透明性と公開性の原則を貫徹することを要求  
している。   
第二に，政府は貿易に関する政府情報をできるだけ公表することを要求している。   
第三に，WTOに貿易政策審査機能を設立し，政府の透明性と公開性を保持し，促進す  
る。  
（5：政府情報の公開は．腐敗防止の根本的解決策である。   
腐敗現象の原因ほ複雑だが，その中でも重黄な原因が二つある。第一は，権力が高度に  
集中Lこれを制御する機能が足りないこと．第二は，権力行使の透明性が少なく，ブラッ  
クボックスの中で操作Lたり，金銭で権限行使を歪めることが容易に行われることである。  
政府公開制度により，政府機関の職務権限，職務執行手続．執行結果，執行過程，執行期  
限，監督方式などを人民に周知することにより，ブラックボックスの中での操作や腐敗現  
象をなくすことができる。  
（6）政l什情報の公開は，社会主義市場経酒秩序の規範性を高めることに役立つ。   
市場経済秩序を整頓し∴公正競争の市場環境を形成することを目指し，学歴詐称，土地・  
家屋の権利証明の偽造，契約での詐欺，ペーパーカンパニーを使った詐欺などに対処する  
ためには，二つの解決法がある。第一一は，管理と犯罪取締りを強化する方法である。しか  
し，これは政府の取り締まりの強化が求められ，コストが高く．いくら取り締まってもま  
た別の犯罪が増え．結局犯罪が減らない結果となるおそれがある。第二は，政府情報の公  
開である。これは，政府の支出や社会のコストを増加させる必要がなく，取締りの人員や  
処罰を増加させる必要がない。真実の政府情報を民衆に公開することによって，詐欺など  
の温席をなくす効果があるのである。  
（7）政府情報の公開は，社会の安定を維持するのに役立つ。   
政府情報の公開は，次の二つの面で社会の安定を維持するのに役立つ。第一に，共産党  
と民衆との関係及び政府幹部と民衆との関係を強化することである。地方政府機関の 一部  
（7）中華人民共和国憲法の日本語訳は，樋口陽一・吉田善明編『世界憲法集（第4版）』   
（三省堂，2001年）によった。  
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の幹部は職務遂行が民主的でなく，職務を秘密にし，職権を利用して私利を図り民衆に損  
害を与える者もいる。情報公開制度を実施することにより，職務遂行を改善し，共産克と  
民衆との関係及び政府幹部と民衆とのl軋係を礪接にし，社会の矛盾衝突を適切に処理し，  
安定周結を維持することができる。  
第二に，システム論によると，ある社会システムの安定のためには，開放的な環境の下  
で自己組織能力をもつことが必要である。情報の白山な流通を確保し，民衆の知る権利と  
判断能力を行使することを可能にすることによって，社会の自己組織能力と民衆の困難に  
耐える心理的能力を高めることができる。  
（引 政府情報の公開は，法に基づく行政と政府管理方式の改革を推進する1二での必然的  
要求である〔，  
法に基づく行政は，厳格に法を守ることを要求するとともに，政府の活動の公開性と参  
画性を強め，民衆が政府の意ノ思決定過程に参加することを叶能にする。  
中国の伝統的政府管理方式は，計画経済体制に適にLた命令統制の方式であり，政府管  
理に科学性が欠如している。政府情報資傾が分散し，閉鎖的で情報流通が少ないため，上  
級機関は実際の状況を知らずに政策を決定し，しばしば朝令暮改している。政府情報の公  
開は，伝統的政庁昭二理プノ式の改革につながり．硯代の情報技術と政府の情報資源を利用し．  
行政管理の効率性と有効性を高めることにつながる。  
2 政府情報公開条例専門家建議稿の概要   
政府情報公開条例専門家建議稿（以下「建議稿」という。）は．次の7辛から成る。第1  
章総則，第2専政府情報公開♂）手続，第3章政府情報公開の例外，第4専政府情報公開の  
保障措嵐 第5章救済，節6章法律責任，第7章附則である。主要な内容は，次のとおり  
である㈲√J  
（1ニ1立法目的   
公衆の知る権利を保障し，国家及び社会事務の管理に参与し，政府情報の流通を促進し，  
政府機関が法に基づき権限を行使することを監督するため，憲法に某づきこの条例を定め  
る（第1条二）。  
（2）適用範囲   
臼然人，法人又はその他の組織は，政府情報を獲得する権利を有する（第2条ト   
条例が適糊される政府機関は，行政機関及び法律・法規により行政管理権限を与えられ，  
又は公共サービスを提供することとされている組織とする（第7条第2項）。   
「政府情報」は仁政府機関が事務を管理し，又は公共サービスを提供する過程で作成し，  
獲得し，又は保有する情報をいう（第7条第3項）。  
（8）同漢華主編・前掲注（6）1頁  
7フ   
同 法（58－1）134  
：3）政府情報公開の手続  
（31）政府が主体的に行う情報公開（原語は「主動公開」）（第8条）  
政府は，主体的に次の情報を公開する。  
（」 政府機関の設敵 組織，職務及びその根拠  
（二）決定を行う際の根拠となる政策．規則等の文書  
（ニコ 制定Lた規範性を有する■文書及び公共利益にかかわる一般的決定   
個 手続規則   
伍）保有する政府情報の種類についての一般的説明  
（対 各機関の主席情報官の氏名，事務所の所在地，電話番号，FAX番号，執務時吼  
電子メールアドレス及びその他の連絡方法  
（七）その他法により主体的に公開すると定められた事項  
（32）申請者からの申請に基づく政府情報の公開  
政府情報公開の申請があったときは，政則として受理してから15日以内に公開する   
かどうか決完しなければならない（第14条）。  
り）政財情報公開の例外  
次の条件に該当する政府情報は，公開しない（第19条）。  
（」 国家秘密保護法に基づき，国家秘密と確定されている情報   
亡）他の法律により明確に非公開と規定されている情報  
（ヨ 公衆と無関係の純粋に糠関内部の人事規則と事務  
（凹）企業の商業秘密又は非公開を条件に企業が政府機関に提供したその他の情報  
（和 公開すると個人を特定できる個人情郁。ただし，次のいずれかに該当する場合を  
除く。   
1．法律又は法規の規定によi），公衆が閲覧することができる個人情報  
2．人の生命．健康又は財産を保護するために公開する必要がある個人情報  
3．政府機関の職員が職務上の義務を雁行することに関する個人情報  
4．個人情報記録の本人が公開に同意しているもの   
周 政府機関の政策決定過程において，政府機関の聞苦しくは政府機関の内部におけ  
る研究，建議，討論又は審議の情報であって，公開すると政策決定過程に影響を与  
え，又は公衆に混乱を与えるおそれがあるもの。   
ぐu 刑事司法に関する情報で，公開すると犯罪捜査．公訴提起，裁判若しくは刑罰の  
執行に影響を与え，又は被告人の公－、】三な裁判を受ける権利に影響を与えるおそれが  
あるもの。  
（5）政肝情報公開の保障措置   
ア 本条例施行後2年以内に．各政府轢関は公衆に当該機関の政府情報登録簿を提供  
しなければならない（第24条節2項）。   
イ 各政府機関は，その機関の主席情報官を任命しなければならない。  
主席情報官は，本条例に規定するもののほか，次の職責を有する。  
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（」 第二章の規定に基づき，政府情報公開に関する申請を受理1ノ．処理する。J   
（二〕第24条の規定に基づき，当該機閑における本条例の実施指針を制定し，情報登  
録簿を作成する。  
E）当該機関の政腑情報資源の管理を行い，情報技術設備の設置及び使用について．  
機関の長に対し政策意見の提案を行う。  
匝）から（六）略 （第25条）  
り 県級以上の各級人民政府は，情報委員会を設置する。情報委員会は，専門家委員  
と同級人民政府の各部門の主席情報宮で構成する（第27条第1項）。  
（6）政  済   
ア 自然人，法人又はその他の組織は．政府機関の具体的行政行為が本条例に違反す  
ると考えるときは，行政不服審査法に基づき不服を申し軋 又は同級人民政府の情  
報委員会に訴えをすることができる（第29条第1項）。  
イ 情報委員会が訴えを受理したときは，諮問審杏会を設置しなければならない。諮  
問審査会は奇数の委員で構成し．専門家委員はそのうち3分の1を下回ってはなら  
ない。諮問審査会は過半数の賛成で諮問に対する意見を決定する（第31条）。  
り 申請人は，行政不服審査の決定に不服があるときは，行政訴訟を提起することが  
できる（第34条）。  
エ 申請人は，諮問審査会の諮問に対する意見に不服があるときは，行政不服審杏法  
に基づき不服を申し出，又は行政訴訟を提起することができる（第35条）。  
（7）法律責任  
ア 政府機関が本条例の規定に違反し，正当な理由なく情報公開申請を受理しないと  
き，規定に基づかずに申請を他機関に移送したとき，法完期間内に決定をしないと  
き．政府機関が申請を補助する義務を履行しないとき，情報委員会の決定を無視す  
るとき．あるいは規定に基づいて年度統計報告を提出しなかったときは，直接責任  
を負う主管職員及びその他の責任を有する職員には．法に基づき，警告，過失記鼠  
大過失記録の行政処分を行う。重大な結果を生じたときは，法に基づき降格，免職  
又は除名の行政処分を行う（第38条）。  
イ 政府横間が法に基づく主体的公開義務を履行しないとき，故意に公衆に政府情報  
を提供しないとき，政府情報を改ぎん又は廃棄したとき，政府情報を登録簿に登録  
しないとき．申請人からみだりに費用を徴収したとき，法に基づかずに主席情報官  
の正常な活動に干渉したとき，あるいは故意に第三者の合法的利益を侵害したとき  
は，直接責任を負う主管職員及びその他の責任を有する職員には，法に基づき，人  
過失記録、降格，免職又は除名の行政処分を行う。  
3 「条例」という形式を採った理由   
専門家が提案している「条例」という形式は，立法機関である全国人民代表大会又は全  
国人民代表大会常務委員会が制定する「法律」でなく．国務院の制定する行政法規である。  
r・／   
同 法（5B－1）132   
建議稿の説明によると，次の理由から．「条例」という形式で定めることを提案したとい  
う（9）。  
（1）「条例」で規定できる事項   
中国では，「立法法」第8条の規定により，法緒を別売しなければならないとされる次の  
10の事項以外は，行政法規により規定することができるL）   
（」 国家主権に関する事項   
（コ 各級人民代表大会，人民政府，人民法院及び人民検察院の設置，組織及び職務権限   
（コ 民族区域自治制度．特別行政区制度，基層群衆自治制度   
（四）犯罪及び刑罰  
風 公民に対する政治的権利の剥奪，人身の自由を制限する強制措置及び処罰  
栂 非国有財産に対する徴収  
叱）民事基本制蛙  
㈹ 基本的経済制度及び財政，税の徴収，税関．金融及び貿易の基本的制度  
㈹ 訴訟及び仲裁制度  
㈹ 全国人民代表大会及びその常務委員会の制定する法律によらなければならないそ  
の他の事項   
したがって，政府情報公開条例が上述トうから什）のl月容のわたるものを規定しなければ，  
法律上の障害ほない。  
（2）現実の必要性   
情報公開法を制定することと情報公開条例を制定することを比較すると，それぞれに利  
貪・問題点がある。   
情報公開法を制定することの利点は，次の点である。①その効力が行政法規に比べて高  
く，権威がある。②法律では，調整できる範囲が広い。適用範囲は，国家行政機関以外の  
国家機関にまで及ぼすことができる。また，政府機関が故意に情報を提供せず敗訴した場  
合の訴訟費用など訴訟制度についてまで規定することができる。③申請人に明確に情報権  
ないし知る権利を付与することができる。④他の法律との関係を調整する規定を置き．法  
律適用の際の矛盾衝突を減少させることができる。⑤国家棟閑職員の制裁，更には刑事責  
任を規定することができる。このように，一情報公開制度を推進する上で利点がある。   
これに対し，情報公開条例を制定することの利点は，次の点である。（む時間のかかる法  
律制定に比べ，行政法規の形式であれば迅速に利彦を確立でき，統一的政府情報公開法規  
を作るという切迫した必要性を満たすことができる。②庫匝の憲法・立法法及び行政訴訟   
法の規定によると，行政法規も法律の効力を有し，裁判の根拠になりうるもので，条例の  二  
形式であっても権威性と有効性をもつ。③情報公開条例は，党と政府の情報化戦略の重要  
な組成部分であり．中央政府の統一的実施体制整備により，条例の実施を助けることがで  
きる。（弧中国の20余年の経験によると，まず実践して後に立法すること，あるいはまず行  
（91周漠華主編・前掲注（6）16頁  
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政法規や地方の法規を制定し後に法律にする方法は，法律内容の完成成熟に利するだけで  
なく，経験の蓄積と法律の実施に利するという利点をもつ。  
建議稿の説明ではト以上のように整理した上で，「建議稿♂）ねらいは，情報公開制度の基  
本内容を示すことであり，それは条例として適用されるが，その大部分の内容は将来の情  
報公開法に完全に適用可能なものである（〕」と述べ（1（）＼将来は法律として制定すべきもの  
と考えている。  
四 政府情報公開条例と専門家建議稿の比較  
2007年4月5日に国務院が別売した政府情報公開条例（以下「公開条例」という。）‖】〕と  
ZOO3隼の建議偏を比較すると，主な違いは次のようなところである。  
1 日的規完   
公開条例では，「公民，法人及びその他の柵織が法に基づいて政府の情報を取得すること  
を保障L，政府の活動の透明度を向上させ．法に基づく行政を促し，人民大衆の生産，生  
活及び経済生活活動に対する政府情報のサービスの役割を充分発揮させるため．本条例を  
制定する。」（第1条）と規完している。建議稿第1条の「公衆の知る権利を保障」」，「政  
府機関が法に基づき権限を行使することを監督するため」といった文言は人っていない〕  
公開条例では，「知る権利」，「政府の監督」といった言葉ヰ避けつつ，「政府の情報を取得  
することを保障し．政府の職務の透明度を向上させ」と行政の適止な執行を確保する点に  
重点を置いた文言を選んでいるものと思われる。また，建議稿の「憲法に基づき」という  
文言が入っていないのは，憲法に根拠をもつ権利ではないとの考えの現れであると思われ  
る。  
2 公開を申請できる者   
公開条例では．「公民，法人又はその他の組織は，自己の生産，生活，科学研究など特殊  
の必要に応じて．・…‥関係政府情報の収得を申請することができる。」r第13条〕と規定し  
ているし建議稿では．「自然人，法人又はその他の組織」と規定し（第2条），仰の制限も  
付けないこととしているr12－のに対」．公開条例では，「公民」（中国国籍を持つ者（13）、）に限  
定している。また，「自Lの生産．生活，科学研究など特殊の必要に応じて，」という規定  
により，申請理由により公開が制限される叫能性を残しているように見える。ただ．申請  
（1り）周漢華主編・前掲注㈲18頁  
（11）公開条例の訳文は，山本賢二「（資料）I「】華人民共和国政府情報公開条例」現代中国事   
情14号（2007年）78頁を参照し，一部は筆■者の訳によった。  
（12）周藻草主編・前掲注（6）48頁  
凋 中華人民共和国憲法第33条は，「すべての中華人民共和国国籍をもつ者は，中華人民共   
和国公民である。」と規定している√〕  
花   
同 法（58－1）130   
手続の規定においては．申請書に理由の記述を含めていない（第20条）ので，申請理由に  
より公開がどのように制限されるかは，実際び）運用を見ないとわからない。  
3 情報公開の対象となる棟関   
公開条例では，主体的公開の場合と申請に応じての公開の場合を書き分けている。   
主体的公開については，「行政機関」が主休的公開をする事項を淀め（第9条），県級1⊥L  
の人民政府，郷（鎮）人民政府は，それぞれ第9条の規定に合わせて主体的に公開する政  
府情報の具体的内谷を確定すると定める（第10条から第12条）。申請に応じての公開の場合  
「国務院各部門，地方各級人民政府及び県級以上の地方人民政府の部門」に申請すること  
ができると規定する（第13条）。   
建議稿では，「政府機関（行政機関及び法律若しくは法規により行政管理機能が授権さ  
れ，又は公共サービスを提供するその他の組織り（第7条）としているが，公開条例では  
行政機関に限定しているものと思われる。  
4 士体的公開の対象   
公開条例第9条では，次のように規定している。   
「行政棟開は，次の基本的要求の一一つに該当する政府情報を主体的に公開すべきものと  
する。  
（」 公民．法人又はその他の組織の切実な利益にかかわるもの。  
（コ 社会公衆が幅広く知るあるいは参与する必要があるもの。  
（ヨ 当該行政機関の組織の設置，職能，事務手続等の状況を反映するもの。   
佃 その他，法律，法規及び国の関係規定により主体的に公開すべきもの。」   
建議稿で主体的に公開しなければならないと規定する政府情報（前述三2（3））と比較す  
ると，第5号及び第6号が欠落しているほか，公開する事項の文言が何を示すのか不明確  
なものとなっている。これは，第10条から第12条において，地方政府が公開する政府情報  
に含むべきものとされる事項が具体的で明確なものが多いことと比較しても違和感があ  
る。実際の連用に注目したい。  
5 非公開とされる情報   
公開条例では，情報の非公開について，次のように規定している。   
「行政機関が政府情報を公開することにより．国家の安全，公共の安全，経済の安全及  
び社会の安定を危う〈lノてはならないe」（第8条）   
「行政機関は，国家秘密．商業秘密及び個人のプライバシーに関する情報を公開しては  
ならない。ただし，権利者が公開に同意したとき，又は商業秘密及び個人のプライバシー  
に関する情報であって，公開しないことにより公共の利益に重人な影響が及ぶと行政機周  
が判断したものは，公開することができるレ」（第14条第4項）   
「行政機関は，政府情報公開の前に，『中華人民共和国国家秘密保護法』及びその他の法  
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律，法規及び国の関係税先に基づき公開しようとする政府情報の審査をしなければならな  
い。」（第14条第2項）   
建議稿では，「政府情報は原則として公開し，非公開は例外である。」（第2条）とし，非  
公開情報について具体的に規定していた（第19条）。   
これに対し，公開条例では，「国家秘密，商業秘密及び個人のプライバシーに関する情  
報」の三つの事項を非公開としている。   
第一に，「国家秘密」t14リニついては，1988年に訓走された『中華人民共和国国家秘密保護  
法』で，次のように定義されている。   
「国家秘密は，国家の安全と利益に関する事項で，法の定める手続で確定され，一定の  
時間内に限られた・一定範囲の人にのみ知られているものをいう。」（同法第2条）   
「国家秘熱ま，本法第2条の規定に該当する次に掲げる秘密事項を含む。  
（」 国家事務の重大な政策決定のうちの秘密事項   
tコ 国防建設と軍事力の活動のうちの秘密事項   
rヨ 外交及び対外的活動のうちの秘密事項並びに対外的に秘密保持の義務を負っている  
事項  
（四）国民経済及び社会発展のうちの秘密事項   
拡）科学技術のうちの秘密事項  
（六）国家の安全を維持する活動及び刑事犯罪捜査のうちの秘密事項  
（七）その他，国家秘密保持担当部門が保護すべき国家秘密と確定した事項」  
（第8条第1項）   
建議稿においても「回家秘密」は非公開としており（第19条），違いはない。   
何が「国家秘密」に該当するかは，国家秘密保護法の規定では，かなり広範に秘密とし  
うるものと思われる。最近話題となった事例は，日本の報道によれば，「気象観測データは  
国の安全と利益にかかわる機密情報であるとして，あらゆる気象観測データを国外に持ち  
出すことを禁じた」ため黄砂の観測データの日本への提供を拒否した（読売新聞2008年2  
月16日夕刊）。しかし，その後，黄砂の飛来情報の公開に応じることで日中両国が合意し  
た。中国側は，「詳細に検討した結果，公開できることがわかった」と説明している（読売  
新聞2008年4月11ロ夕刊）。   
このように，実際の運用は固まっていないところが多いようである。   
第二に，「商業秘密」にどのような事項が含まれるかについては，公開条例では規定して  
いない。建議稿の説明によると，「商業秘密」は次のようなものとしている‖5）。   
「企業の商業秘据の範囲及びその決定手続は商業秘密保護法の規定に基づき定めるべき  
ものであるが，そのような法の削定前は，関係法規及び規章の規定により判断すべきであ  
（14）中華人民共和国憲法第53条は．「中華人民共和国公民は，憲法及び法律を遵守し，国家   
の機密を守り， ‥‥社会の公徳を尊重しかナればならない。」と規定する。  
（15）周漢華主編・前掲注r6）116頁  
7β   
同 法（58－1）128   
り，必要な場合は商業慣行や裁判の実践経験を参考にすべきである。一般的には，商業秘  
密とは，企業が生産競争で優位を保つことができるような情報で，企業の計画，薬品や化  
学製品の調合法，製造技術，設計，営業計画，コストと利潤等が含まれる。かつ，企業が  
相応の秘密保護措置をとって保護していることも要件である。」   
公開条例では，「商業秘密」の範囲については，運用や判例の積み重ねで明らかにしてい  
くのが現実的であると判断したようである。   
第三に，個人情報については，公開条例では「個人のプライバシーに関する情報」を非  
公開としているが，建議稿では「個人情報」を原則として非公開とした上で，例外的に公  
開するものを規定していた（第19条）。公開条例では，「個人のプライバシーに関する情報」  
と規定して建議稿の「個人情報」より範開を限定した上で，その範囲についても，運用や  
判例の積み重ねで明らかにしていくのが現実的であると判断したようである。   
公開条例第8条の「国家の安全，公共の安全，経済の安全及び社会の安定を危うくして  
はならない。」という規定は建議稿にない。この規定は，公開される情報を大幅に限定する  
根拠となりうる規定であると考えられる。  
6 救  済   
公開条例では．次のように規定している。   
「公民，法人又はその他の組織は，行政機関が法による政府情報公開義務を履行してい  
ないと考えるときは，上級行政機関，監察機関又は政府情報公開主管部門に通報すること  
ができる。通報を受けた機関は，調査処理しなければならない。」（∵第33条第1項）   
「公民，法人又はその他の細線は．行政機関が法による政府情報公開事務における具体  
的行政行為が．その合法的権利利益を侵害していると考えるときは．法に基づき行政不服  
審査を申請し，又は行政訴訟を捷起することができる。」（第33条第2項：■   
「行政不服審査を申請し，又は行政訴訟を躍起することができる。」としている点及び行  
政訴訟について行政イこ服審査を申請せずに直接訴訟を提起できるとしている点は，建議稿  
と同じである。ただし，建議稿では，各級人民政府の情報委員会に諮問審査会を設置し，  
同審査会が答申する仕組みを設けることとしていた（第29条）が，公開条例ではこの仕組  
みを設けていないく，これについて，建議稿の説明では次のように説明している（16）。   
各国の情報公開法に規定している放済方法は，主として決め五つの類型がある。①行政  
不服審査 ②独立の情報委員会（訪独立の情報専門官 ④情報裁判所（む行政訴訟であ  
る。現行の行政紛争の解決手段として，行政不服審査及び行政訴訟があり．これらの救済  二  
制度を充分利用すべきである。しかし，外国の成功経験にかんがみ，これらに加えて，独 八  
立の情報委員会制度を設置することを希望する。（なお，独立の情報委員会を設置する例と  
して，タイの行政情報委員会，日本の情報公開審査会及び米匡の多くの州が設置する情報  
公開委員会を挙げている。）  
こ16）周藻草主編・前掲拝（6）164頁  
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五 中国の公開条例と日本の情報公開法と比較しての特徴と問題点  
1 立法目的  
日本の情報公開法第1条においては，行政の説明責任及び国民の行政への理解と批判の  
下での行政の推進が主たる口約とされ「拘民参加」と「行政改革」がキーワードであった  
といえる。  
これに射し，叶国の公開条例第1条では，斬公民等が法に甚づいて政府の情報を取得す  
ることを保障 ¢）政府の活動の透明度を向上 ③法に基づく行政 ④人民大衆の生産，生  
活及び経済生活活動に対する政f計情報のサービス を挙げており，うち④は日本では挙げ  
られなかった目的である。また，建議稿の説明において，「政府情報資源の民間における活  
用」，「国際貿易の促進や市場経済秩序の形成にとって行政の透明化が不可欠であること」  
など，裡済面からの情報公開の必要性が強調されている点も，日本と異なる。  
他方，国民の「知る権利」が規定されなかったノ和ま，日本とl盲】様である。筆者は，「知る  
権利」が規定されるかどうかより，実質的に非公開の範開がどのように定められるかが重  
要であると考えるが，目的規定に「知る権利」が規定されるかどうかは象徴的な意味をも  
ち碍る。中国の地方政府のl、情報公開規定」のうち，L海苗，広州市では，目的規定に「知  
る権利」が規定されている点は注1されるしけ－。ただし，このことが実際の情報公開にピれ  
ほどの意味があるかは，実際の運楯を見なければわからない。  
2 情報公開を申請することができる者  
日本の情報公開法では，「何人も」開示を請求することができる（第3条）。これに対し，  
中国の公開条例においては，請求できる者は「公民，法人又はその他の組織」で，外国人  
ヤ外国の組織には認められていない。また，「白身の生産，生活，科学研究等特別の必要に  
基づき，」という規定により，申請理由によって公開が制限される可能性を残しているよう  
に見える〔、  
建議稿において，「自然人．法人又はその他の組織」と規定し（第2条），何の制限も付  
けないこととした理由を．建議稿の説明において次のように述べているし佃。  
「中国の立法の慣例では，権利の主体を我が国の『公民，法人又はその他の組織』とし  
て，外国人又は外国の組織には特別の処理又は規定を置いている。しかし．WTOに加盟  
したので，今後も継続して外国人又は外国の組織について異なる規定を置くのは．WTO  
規則と矛盾するおそれがあi），また情報公開立法の国際的趨勢とも合致しない。」  
毛  中国において，情報公開制度の経験を蕃積し，外国人又は外国の雑織についても申請を  
（17て上揃耕生・前掲注（4）39頁は，「もっとも，中国の憲法学上，‾知る権利」の概念が明確   
にされているわけではない。また，中指における言論・表硯の自由の保障状況には依然   
として批判すべき多くの問題があり，「知る権利」の実質的保障には疑わしいものがあろ   
う。」と述べている。  
（鳩 周漢華主編・前掲注（6）49頁■  
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認めることを期待したい。  
3 公開する政府情報の正確性   
中岡の公開条例において，公開する政府情報の正確性に閲し次の規定が置かれている。   
「行政機関は，速やかに，正確に政府情報を公開しなければならない「，行政棟関が社会  
の安定に影響を与え，若しくは与える可能性があり，又は社会管理秩序を乱す虚偽の情報  
あるいは不正確な情報であると認めるときは，その職責の範囲内で正確な政府情報に整理  
しなければならない。」（第6条）   
日本の情報公開法では，行政文書は開示に当たって修正を加えず，そのまま開示するこ  
とになる。仮に不正確な情報があっても，行政文書をそのまま開示することにより，政府  
の活動をありのままに凶民が知ることができるようにするという趣旨である。したがって．  
一度組織的に用いられた行政文善が不1E確であったなどの理由で修正されてまた組織的に  
用いられた場合は，修正前，修正後のいずれもが開示の対象となる。ただL，情報公開法  
第5条第5号では，「回の機関，独手二行政法人等，地方公共団体及び地方独立行政法人の内  
部又は相互間における審議，検討又は協議に関する情報であって，公にすることによぃ  
‥・不当に固民の閥に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不  
利益を及ぼすおそれがあるもの」は開示しないことができると規竜Lているので，修正前  
の文書がこれに該当する場合は，不開示となるだろう。   
中国の公開条例で，開示の申請があってから虚偽あるいは不正確な情報を修正すること  
を潰走した場合，作成された政府情報の事後の改ぎんを可能にすることになり，それによ  
り行政機関の正確な活動を国民が知ることができなくなるおそれがあることが懸念され  
る。  
4 政府情報の主体的公開   
中回の公開条例では．第9条から第12条において，公開の申請がなくても公表する政府  
情報を規定している丁，このような規定は，アメリカの情報の自由法など，諸外国での立法  
例は多いようである椚）。日本では，情報公開法にこのような規完はないが，個別法により  
公表することとされている場合（各省の白書の多くがこれに当たる。，）や慣例により公表さ  
れている場合（政策について各種資料で公表する。）など，中匝＝こぶいて主体的公開とLて  
規定されているような情報は公表されていやぐノ   
5 政†軒情報を公開しない場合についての規定   
中国の公開条例では，政府情報を公開しない場合について次のように規定する。   
「行政機関が政府情報を公開することにより，国家の安全，公共の安全，経済の安全及  
び社会の安定を危うくしてはならない。」（」第8条）  
仕9）周漢華主編・前掲注（6）70頁  
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「行政棟閃は，国家秘密，商業秘密及び個人のプライバシーに関する情報を公開しては  
ならない。」（第14条第4項）  
何が「国家秘密」に該当するかは国家秘密保護法の規定によることとしているが，前述  
四5のとおり，国家秘密保護法の規定では，かなり広範に秘密としうるものと思われる。  
「商業秘暦」及び「個人のプライバシーに関する情報」については，公開条例で定義や  
どういうものがこれらに該当するかについての規定がないのは，情報公開の実施経験がな  
いとどういう規定が適切であるかの判断が容易ではないので．実施経験を積み重ねた上で  
判断しようとの考えではないかと思われる。  
日本の情報公開法においては．公開しないことができる場合として，第5条第1号から  
第6号まで，かなり明確に規定しているが，これは．法制定前の地方公共団体の実施経験  
に負うところが大きかったと思われるっ  
問題と思われるのは，第8条の規定である。これは．第14条に該当する情報でなくても，  
各種の情報をこの規定を根拠に非公開としうるような規定であると思われる。  
6 申請及び公開の手続  
中国の公開条例では，「公開の申請があったときは，15勤務H以内に決定して回答しなけ  
ればならない。回答期限を延長する必要があるときは，政府情報公開機構の責任者の同意  
を得で，かつ申請者に告知しなければならない。延長は．15勤務日を超えてはならない。」  
（第24条第2項）と規定する。日本の情報公開法においては，開示決定等は開示請求があっ  
た口から30日以内にしなければならない。ただし，事務処理上の困難その他正当な理由が  
あるときは，30日以内に限り延長することができると規定している（第10条：。中国の方が  
迅速な開示を定めている「、  
六 まとめにかえて  
上述のように，中国では，1980年代後半に，一部の地方と政府部門で行政情報の公開の  
動きが起こり，2000年頓には，地力‾政府でさらにその動きが広がり．一部の国家行政機関  
でも情報公開を進める動きが起こった。2007年4．りに「政府情報公際条例」が国務院の決  
定する行政法規の形で公布され，200的三5月から施行された。その元となったのは，社会  
科学院法学研究所の周摸華研究員を中心とした専門家グループがまとめ．2003年に公表さ  
れた『政府情報公開条例専門家建議稿』である・〕同建議稿は，諸外国の情報公開立法を研  
五  究し，世剛勺か糾いこ沿った案となっている0  
制定された「政府情報公開条例」は．日本を含む諸国の情報公開立法に比べると，次の  
ようになお多くの課題があるというべきである．♪  
第一一に，外国人，外国の企業等の公開請求が認められていない。  
第二に，情報公開の対象となる機関が行政機関に限られている。  
第三に，主体的公開の対象となる情報の範囲が不明確である。  
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第四に，非公開とされる情報の範巨削こついての規定が，広範囲の情報を非公開とするこ  
とができるような→般的な規定となっている。また，情報公開に当たって．政府情報が改  
ざんされることを認めることとなるおそれがある規定を置いている。   
また，制定された「政肘情報公開条例」が規定のとおり実施されるかどうかについても，  
その運用を注視していく必要があるだろう。   
情報公開法の制定が行政部門に与える影響は極めて大きい。行政改革会議の1997年の最  
終報告の取りまとめに重要な役割を果たした佐藤幸治は，1998年の講演で次のように述べ  
ている‘，コ0）。「行政改革会講における様々な議論は，情報公開法が制定されることを当然の  
前提とLて展開されてきたことを強調しておきたいと思います。塩野宏氏は．行政手続法  
は漢方薬であるのに対し，情報公開法は劇薬であると述べておられますが1情報公開法の  
制定実施は1別のかたち」の再構築に大きくかかわっていると信じています。」   
中国憲法第41条は，「中華人民共和国公民は，いかなる同家機関またはその職員に対して  
も，批評■建議を提出する権利を有し，いかなる国家機関またはその職員の違法行為およ  
び職務怠慢に対しても，関係国家機関に訴願，む訴あるいは告発する棒利を有する。」と規  
定Lている。しかし，坤匡＝二おいては，その前提となる国家機関の活動に関する情報が国  
民に公開されることは極めて少なかったと思われるハそのような中で，なお多くの課題が  
あるとはいえ，政府情報公開条例が制定されたことの意義は小さくないと思われる。   
日本においては，情報公開制度が政府において課題とLて認識されるようになったのは，  
1976年のロッキード事件の頃以後のことであるが，さらに地方自治体の情報公開条例で十  
数年の経験を経て，ようやく1999年に立法化された。、   
中国においては，様々な法分野で暫定的な法令で実施の経験を積み重ねた後，正式の立  
法がなされる例が多くある。情報公開も，今後実施の経験を積み重ねた後，民主主義の基  
礎となり，国民のための行政を確立する立法がなされることを期待したい。   
中国の「政府情報公開条例」の意義，課題等全体的な分析，評価については，今後の連  
用状況を分析し，また，中国の行政の宴艶 知る権利等の人権状況も踏まえ総合的に考察  
しなければならないが．今後の課題としたい。  
〔参考文献等〕   
本文注に挙げたもののほか，次のものを参照した。  
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・唐亮「情報公開制度の整備」アジ研ワールド・トレンド130号12百（2006年）  
中国の法令は，次のウェブサイトを参照Lた。  
・中華人民共和国政府信息公開条例   
http：／／www．gov．cn／zwgk／200704／24／contenし592937htm  
銅 佐藤幸治「行政改革と「この国のかたち」」京都大学法学部有信会誌40号10頁（1998   
年）  
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（中国中央人民政府〕（アクセス2008年4月18日）  
・中華人民共和国保守国家秘密法  
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（中国中火人民政府）（アクセス2008年4月18日）  
β4   
